様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2023年12月18日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） さくらのそうごうけんきゅうしょ
一般事業主の氏名又は名称 さくら野総合研究所 株式会社
（ふりがな）        あさの　よういちろう　 
（法人の場合）代表者の氏名  淺野　陽一郎　印   
住所　〒100-6213
東京都千代田区丸の内一丁目１１番１号
パシフィックセンチュリープレイスセンター１３階
法人番号　2010001234263　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	経営理念

	公表日
	2023年12月18日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.sakurano-soken.co.jp/
「DX推進方針 (1)DX推進の経営ビジョン」

	記載内容抜粋
	【経営理念】
近年、ロシアによるウクライナ侵攻、北朝鮮の大陸間弾道ミサイル発射・核兵器による恫喝、中国の海洋進出による現状変更など、我が国を取り巻く国際情勢は複雑化しています。これらの動きにより、先端技術の流出やサプライチェーン混乱、輸出入の制限などが起こり、我が国の社会構造に大きな影響を与えています。そのため経済・食料・エネルギー・環境などの安全保障への取り組みが非常に重要になっています。さくら野総合研究所株式会社は、安全保障に関する調査・分析・コンサルティングを行う会社です。これまでに培った人的ネットワークを海外調査ノウハウを活用するとともに、デジタル・トランスフォーメーション（以下DX）を推進することで以下のサービスを提供して参ります。
· 国内外の技術管理政策等の調査研究
· 安全保障関連技術の調査分析
· 市場調査、販路開拓を含むコンサルティング等

【DX推進の経営ビジョン】
当社は、世界各国の政府・研究機関や企業等に分散され、日々、更新される情報を収集しています。その調査・分析にはスピードと正確性が重要となります。お客様のニーズに応えるために、国内外の情報を迅速に収集することができるようデジタル技術を活用したビジネスモデルを目指しています。そのために、DX推進に積極的に取り組み、調査・研究方法を改善していきます。またDX推進は、お客様に必要な情報を提供するだけでなく、社内の働き方も変え、テレワーク環境を整えるとともに、事業継続力強化、情報セキュリティを確保しています。このようにして、お客様に満足していただけるサービスを提供します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成された内容として自社ホームページに掲載している事項です。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進方針

	公表日
	2023年12月18日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.sakurano-soken.co.jp/dx/
(2)DX戦略

	記載内容抜粋
	情報収集能力の向上
　デジタルツールとして生成AIやAI翻訳ソフト等も活用することで、迅速に多様な情報を収集します。（収集データは偏向・誤情報を人が判断することで、収集情報の正確性を確保します。）

テレワーク環境の整備
　デジタルツールを活用することで、各従業員とのテレワーク環境を整備します。データ管理はクラウドシステムを活用するほかWeb会議、電子契約、労務管理、経理等を実施できるようにします。この結果、従業員は居住（作業）場所の制約を受けることなく調査に取り組むことができるとともに、国内外各地から優秀な人材を集めることができると考えています。また、テレワーク環境を整備することはお客様との情報共有を図ることができ、調査内容への信頼性向上や顧客満足度を高めることであるとも考えています。

事業継続力強化
　クラウドシステムを活用することで、外部組織によるサイバー攻撃の常時監視と不具合対処体制を整備するとともに、情報セキュリティ体制を運営します。また、自然災害・感染症の影響を受けた場合でも、従業員間で相互サポートできるデジタル環境とするなど、事業継続力強化を図っています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成された内容として自社ホームページに掲載している事項です。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.sakurano-soken.co.jp/dx/
(2)DX戦略　①DX推進体制

	記載内容抜粋
	当社では代表取締役が全体統括マネージャーとして、従業員全員でDX推進に積極的に取り組みます。
情報収集の迅速化・効率化のためのデジタル環境整備・改善を推進するとともに、情報セキュリティのため定期的な社内教育を行いつつ、ウイルス感染対策・対処について外部組織と協業することで、社内DX体制強化を図っていきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.sakurano-soken.co.jp/dx/
(2)DX戦略　②ITシステムの整備

	記載内容抜粋
	各従業員には、会社専用パソコンを支給します。クラウドシステムを活用することで情報セキュリティを確保しつつ、必要な情報共有を図り、Web会議等で迅速な情報交換・意思決定を促進していきます。また、調査・研究を効率的に推進するためのデジタルツール導入やデータベースアクセス環境を整備します。さらに環境と情報保全に配慮し、ペーパーレス化を推進します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進方針

	公表日
	2023年12月18日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.sakurano-soken.co.jp/dx/
(3)DX戦略の達成度を測る指標

	記載内容抜粋
	戦略の達成状況に係る指標として以下の項目を設定します。
・従業員数に対するパソコン支給率
・面談を含む会議開催回数に対するWeb会議の開催回数
・会議開催回数に対するペーパーレス会議の開催回数
これらの身近な指標から、調査・研究環境の整備状況、迅速な情報交換・意思決定の効率的な運用状況、情報セキュリティの徹底度などが判断できると考えています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年12月18日


	発信方法
	https://www.sakurano-soken.co.jp/dx/
(4)DX戦略の推進等のための情報発信

	発信内容
	当社はこれまでもデジタル環境の整備に取り組んできました。しかし、国際情勢の急激な変化は調査すべき情報の多様化・増大化を招いており、より積極的なDX推進が不可欠と認識しております。その一方でAI技術の発展に伴い偏向情報やフェイクニュースなどが巧妙に混在するようになっているため、収集情報に対する判断能力が極めて重要となります。判断能力向上のためにも、DX戦略を推進させ、収集した情報を「人」が検証できるデジタル環境を整備する必要があると考えております。
なお、今後のDX戦略の進捗状況についても本ホームページで情報発信を行って参ります。
さくら野総合研究所 株式会社　
代表取締役　淺野　陽一郎



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年12月


	実施内容
	IPAの自己診断結果入力サイトよりダウンロードした「DX推進指標自己診断フォーマットver2.3」に入力を行い、現状を踏まえた課題の把握を行ったうえ、入力サイトから提出しました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年04月頃～現在


	実施内容
	2023.06.27 情報セキュリティ基本方針を公開しました。
2023.08.01 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）のSECURITY ACTION二つ星を宣言しました。
～現在　SECURITY ACTION の自己診断結果に基づいて課題と重要課題を決定し、対応に取り組んでいます。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

